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第３セクター、地方公社

• 柔軟性のある公共サービスの提供制度

• ＝＞柔軟性がある分、バブル以後、必要
性が乏しい事業にも進出

• ＝＞柔軟性がある分、政治圧力などにも
弱い

• ＝＞健全性に欠ける組織が多々。

• ＝＞財政健全化には改革が不可欠

• ＝＞財政健全化法で組織改革が急務に。
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地方三公社の現状
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残高は
6.5兆円
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土地開発公社

「自治体が、公共事業用地として土地を
先行取得する目的で設立した公社」

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省

『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』より筆者作成
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公社問題の背景 (詳細は参考資料参照）

• バブル(地価上昇）と公社拡大
• バブル後の(地価の）買支え政策-2000年まで対応
無し。

• 近年は保有土地は減少。
• 長期保有土地の問題。
• 保有額は財政にも影響を与えるレベルにも。
• 過去5年の減少額にも自治体間で格差
• 地価下落の資産への影響は2000年時点で、20-

50％、不良資産額2兆5000億との推計も。
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組織の変化(土地開発公社）

組織は

縮小傾
向

補助金に
より債務
を縮小

進まない評価･情報公開
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住宅供給公社

居住環境の良好な集団住宅およびその宅地を
供給させるため設立

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』総務省より筆者作成



10

住宅供給公社の経緯
• 古くは大正時代の住宅組合制度
• 住宅金融公庫の設立による個人に対する住宅資金の提供や地方

公共団体が設立した団体による分譲住宅・賃貸住宅の供給など
住宅政策

• 戦後の国民生活の向上に伴い、持ち家を取得することを希望する
人々が増大

• 宅地価格が上昇するなかで勤労者が住宅を取得することが次第
に困難

• 居住環境の良好な集団住宅およびその宅地を供給させるため、
国及び地方公共団体の住宅政策の一翼を担う公的住宅供給主
体としての役割を果たすために、住宅供給公社は、設立された（昭
和４０年６月）。

• 住宅の不足の著しい地域において、住宅を必要とする勤労者の
資金を受け入れ、これをその他の資金とあわせて活用して、これ
らの者に居住環境の良好な集団住宅及びその用に供する宅地を
供給し、もつて住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ
とを目的。
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組織の変化(住宅供給公社）
組織は

縮小傾向、正
味財産も改善

補助金
カットと債
務拡大傾

向

進展遅い評価･情報公開
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近年の動き

• 国交省住宅局は、2002年2月に、「地方住宅供給公社検討委員会を設
置」し、今後の公社のあり方を検討

• 「地方住宅供給公社法施行規則の一部を改正する省令」H14.3.20
販売用不動産の時価評価など・・。

公社の解散規定を創設。

• 特定調停(北海道、長崎県、千葉など=>経緯などは参考資料参照）

• その後、時価評価の動き以外は大きな動きはなし。

• 国交省での全体調査も行われていない様子。

• 住宅供給公社の、日本の住宅政策全体における位置づけ(国の政策と
の関係）および組織の意義、非効率性など、公社間比較可能な調査も無
いため、分析も皆無。=>住宅学会でも議論の対象とはなっていない様子。
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地方道路公社

「増大する自動車交通需要に対処するために、民
間の資金を積極的に導入し、活用することにより、
地方幹線道路の整備を推進していくため設立」

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』総務省

「各道路公社保有資料」より筆者作成
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道路公社の経緯

• 地方公共団体による一般有料道路の建設は、昭和40年代ごろから積極的。
• 自動車交通需要の全国的な増大に対して道路の整備は著しく立ち遅れ。
• 道路整備の推進が緊急の課題。
• 有料道路事業についてもより一層拡大していくことが要請された。

• 当時有料道路の建設主体となりえるのは道路管理者のほか日本道路公団、首
都高速道路公団および阪神高速道路公団の3公団に限られていた。

• そのため、増大する自動車交通需要に対処するために、民間の資金を積極的に
導入し、活用することにより、地方幹線道路の整備を推進していくことが必要。

• その事業主体として新たに地方道路公社【以下、道路公社】という）を創設（昭和
45年）することとされた。

• 地方道路公社は、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路
の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行なうこと等によ
り、地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もつて地方におけ
る住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的

• 近年、道路需要の低下から、新規採択はゼロ。既存の道路の運営管理が主。
• 近年、解散する公社（岡山、愛媛）も見られる。
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組織の変化(地方道路公社）

わずかな
がら、補助
金により
債務を縮

小

進展遅い評価・情報公開
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データ分析紹介
各公社の悪化要因を分析

• 土地公社要因(不良資産額）

• 道路公社要因(政策コスト）

• 第三セクター要因(収益）
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土地開発公社不良資産変化の要因分析
(2000年度末、2001年度末データ）

土地開発公社の保有する土地の時価と簿価の差額(不
良資産）の年度変化の要因を分析

分析結果
a:制度外的（環境）要因

・地価下落は不良資産額を拡大させる効果
b:制度的要因

・母体自治体の財政力不足および長期保有土地の存
在は、不良資産額を拡大させる効果あり
・経営健全化団体の指定は、不良資産額を減少させ
る効果あり。
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地方道路公社の政策コストの計測と要因分析

・対象とする地方道路公社は39社（地方有料道路は13７路線：
平成17年4月時点で有料事業として供用されていた路線）

詳細な計測方法は、参考資料参照。

赤井伸郎研究グループ(大阪大学国際公共政策研究科准教授)2008年度分析

「地方道路公社の保有する有料道路の効率性と政策コストの要因分析」
（2008年6月23日日経新聞に関連記事掲載）
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2008年6月23日日経新聞3面

推計された公社別の政策コストに関しては、参考資料参照
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地方道路公社における政策コストの要因分析

・地方道路公社がより効率的な有料道路の運営にむけ、
地方道路公社別の政策コストの要因を確認する。

・被説明変数は、政策コスト
・検証課題
①公社の有料道路運営上の特徴が与える影響
②地方道路公社の経営改善への取組が与える影響
③有料道路沿線の自然環境が与える影響
④有料道路沿線地域の道路整備状況が与える影響
⑤有料道路沿線の経済状況が与える影響
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推定結果の特徴

・地方道路公社の政策コストは

観光路線の多さ（事業費で見た場合）

道路整備にかかる費用の多さ（自然環境）

周辺道路の整備状況

財政規模（総面積当たり） →負の影響

・また、役員報酬・職員給与の公開がなされる場合には、道路
整備にかかる費用が政策コストに与える影響が小さくなる。

→情報公開による住民からのガバナンスが働いているように
推測される

正の影響
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三セク経営悪化要因分析結果
(2001年3月時点 観光レジャー分野）

観光レジャー分野の第三セクターの経常収支額の要因を
分析

分析結果
★潜在的なリスクの大きい観光分野において、不況によりリスクが

発生し経営が悪化
★官と民の責任分担のあいまい（曖昧）性により、民の努力が低下
★官と官の責任分担のあいまい（曖昧）性により、官の努力が低下
★地域における需要競争
★雇用確保としての設立、継続
★地域における政治的圧力を通じた過大投資
★情報公開の不備による説明責任の欠如
★リゾート法などのマクロ政策による非効率な設立。
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地方三公社の課題の解決に向けて

要因
組織としてのガバナンス欠如が悪化の要因

ポイント
＝＞処理に向けて

①財政制約の中での徹底した情報公開と議論

②民間ノウハウの活用（リスク移転による債務確定を
含む）
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土地開発公社の考えるべき問題

事後処理
会計制度の不備の改善＝＞設立趣旨、制度に関わらず時価評価による資産
評価(会計制度とは区別）と情報公開は、自治体全体の観点から必要。(資産評
価方法：参考資料参照）

健全化対策の加速
指定団体（７２団体（平成１２年対策分）、２０９団体（平成１６年対策分）

３４団体（平成１９年対策分））の動向のチェックと評価。さらなる対策案について
の検討。

民間活力の導入
売却が困難な場合、賃貸よる民間ノウハウの活用、 定期借地権販売による債
務圧縮

今後の組織体制
公社の意義の再確認・再点検を柔軟にできる制度の構築、
情報公開（議会・住民のチェック）による規律付け
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コストの縮減：資金調達手法の多様化

• 財政制約の中で、この返済負担を少なくする方法のひとつは、より低い
金利で資金調達をすることである。その方法としては、以下の方法が考
えられる。

1. ：起債による自治体の土地購入
2. ：起債による資金を土地公社に貸し付け
3. ：市場公募債の活用（2003年度より市場公募地方公社債を発行する公

社が出てきている。現時点までの一覧参照。）

• いずれも、債務処理に直接つながるものではない。また、保証がなけれ
ば、ガバナンスが働くが、東京都のみである。

• 単なる借り換えによる利払い費の縮減は、真の意味での問題解決を遅
らせるという弱点もはらんでいる。

• ただし、１および２では、これまで公社に隠されていた債務が、母体自治
体の普通会計債務として認識されるため、債務の情報公開という点で、
自治体の財政運営の今後のあり方を議論する材料を示した部分はわず
かながらも評価できるかもしれない。
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住宅供給公社の考えるべき問題

• 経営状況を単なる財務上の債務超過で議論すべきなのか。
• 資産は簿価かでみるべきか、時価でみるべきか？

• 時価は、再取得価格でいいのか？（公会計基準と、経済学的に意味のあ
る基準）

• 賃貸事業の場合、将来にわたる賃貸収入が、その物件の価値を決める
のではないか？=>道路同様、将来収支を考慮した現在価値で判断すべ
き。

• 事後処理：実際作ってしまったものを、どうするのか。

• 分譲住宅の売れ残り状況とその対策は？＝＞早期処分。土地の処分と
は異なる、初期の分譲価格との差の問題？

• 賃貸住宅の空き家問題の実態は？＝＞家賃の調整は十分か？

• 借り上げ住宅の契約問題の実態は？＝＞契約調整への努力は十分な
のか？

• 長期分譲住宅における維持管理の問題の実態は？ （住宅の管理も公社
が代行 、分譲完了時期に制度整備が不十分。）
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住宅供給公社の考えるべき問題（つづき）

• 組織のあり方：公益性の評価
• 時代の流れで、一般の住宅には公益性はない時代ではないのか？

• 低所得者、高齢者向けの住宅提供の必要性に関しては、たとえば、特定有料賃
貸住宅（低所得者政策）は、住宅ではなく、直接、低所得者への政策で行うべき
ではないか？また、高齢化に対応した住宅整備も、ニーズがあれば、民でできる
のではないか？高齢者への直接補助で対応可能では？

• 廃止に向けた議論：蓄積されたプロ集団のノウハウはある？活かせる？

• 公社が持つノウハウは古いのか最先端か。人材の高齢化？ノウハウがあれば、
まちづくりアドバイスセンター (ソフト中心）などで活用が可能か？

• データ整備がなされていないのが原因

• 土地や道路に比べ、日本全体における住宅供給公社の実態を把握するデータが
欠如。公社別・所有物件別に物件の質・目的・所有状況・入居状況を一覧できる
データ整備が、公社間の取り組みの差異による比較評価、ガバナンス（外部評
価）の観点、および国の住宅政策との整合性の評価の観点から、不可欠なので
は？時代に即した効率化を促す国の整備も必要なのでは？それら政策のあり方
に関する分析を促す仕組みも必要なのでは？

• =>課題の先延ばし、特定調停による問題先延ばしの可能性はないのか？

• ＝＞民間活力の導入（物件の売却、将来家賃収入リスクの民間売却（家賃権の
売却）など）の促進の余地はまだ十分あるのではないか？
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道路公社の考えるべき問題

• 説明責任

• 分析結果より、問題の背後には、時代の変化(観光道路）リスクへの認識の甘さ、
住民への説明責任の逃避（説明が不十分）の課題が見られる。

• 国交省では、特措法の関係で、許可・無利子貸付を行う状況から、毎年、道路の
利用状況、将来収支を調査しているため、情報は整備されている。ただ、公表が
十分になされていないため、外部からの評価による収支改善にむけたガバナン
スが不十分。

＝＞不採算時の国交省の責任が曖昧=>許可時の判断に甘えは無いか？

＝＞すべての決定過程、収支を毎年公開して、外部評価や分析が出来る状況を整
備すべきではないか？

• 民間活力の導入

• 住宅に比べ、道路インフラへの民間活力導入は進んでいない。その分、余地は
高いと思われ、かつ道路に掛かる債務の大きさを考えるとインパクトも大きい。道
路整備資金に補助金が含まれているという設立経緯や無料開放原則などの制
約で民間への資産の譲渡は困難であるが、（料金徴収期限までの）一定期間の
長期包括民間委託などの形式は利用可能なのでは？単なる委託ではなく、リス
クを分担する形で民間活力導入をはかる可能性はあるのではないか？たとえば、
将来の道路利用者のリスクを民に与える方法として、資産そのものでなく、将来
収入の全額または一部の獲得権を販売し、その対価により一気に債務処理を行
う方法も考えられるのではないか？
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第三セクターの考えるべき問題

• 総合的考え
• 官民共同出資によるメリットがある一方で、民に対する甘え（官側）、官同士の甘

え、官に対するリスク(補填）への甘え(民側）から、調査努力・運営において努力イ
ンセンティブが欠如。

• 曖昧な契約が原因
• ソフトな予算制約によるインセンティブ問題を引き起こさないためにも、常に事前

の規律付けを促す、リスク配分を伴う契約が必要。PFIはこの問題点を解決するひと
つの流れ。

• 透明性ある経営と公益性の評価

• 単なる帳簿上の資産価値だけではなく、将来にわたるリスクや収益、公益性を見通
せるように、活動内容の透明性を確保する。

• 赤字の場合には、公益性の評価がポイントとなるが、公益性にも優先順位があり、
その順位付けが、財政制約の中で効率的に財源を使用するためにも必要。

• サービスの供給による公益性以外の公益性は考慮しないことが重要、他の政策で対
応可能である場合が多く、その政策の方が効果的な場合が多い。（雇用確保、産業
保護）

• 必要性が乏しいと見られた場合には、それらの政策を多面的に活用し、処理を早急
に進めることが、財政的にも、社会的にも効果的。

• 今後の第三セクターの活用

• 情報公開など透明性ある議論の下で、公共サービスの供給における官民の役割分担
の明確化が必要。民間活力の活用がポイントとなる。そのためには、官民双方のリ
スク判断能力、契約技術の向上が不可欠。(特に官側） 向上を促す国全体としての
中央政府の教育支援・対応も必要。
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第３セクター、地方公社

• 柔軟性のある公共サービスの提供制度

• ＝＞柔軟性がある分、バブル以後、必要
性が乏しい事業にも進出

• ＝＞柔軟性がある分、政治圧力などにも
弱い

• ＝＞健全性に欠ける組織が多々。

• ＝＞財政健全化には改革が不可欠

• ＝＞財政健全化法で組織改革が急務に。
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図 B 第三セクターの年次別設立数
バブル以
後も設立
は続いて

いる
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土地開発公社

「自治体が、公共事業用地として土地を
先行取得する目的で設立した公社」

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省

『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』より筆者作成
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土地公社の推移

出所：『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省より筆者作成
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公社拡大の経緯

・１９７２年６月公有地拡大法制定契機

・１９７３年１月改正 対象地

（市街化調整区域、代替地）の拡大

・１９８２年 投機的融資規制の銀行法
改正時にも公社だけは対象外

⇒公社への融資拡大

・１９８８年 一部改正 対象地

（市街地、観光・レジャー）の拡大

リゾート法が関係
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（バブル後の買支え政策）

・１９９１～１９９２年 自治省通達
⇒公共用地の取得促進を指示

・１９９２年 対象地

（都市計画区域外の土地）の拡大

・１９９３年 対象地

（商業・業務用地）の拡大

・１９９５年 「経済対策」

・１９９８年 「総合経済対策」
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土地保有の状況
(H18度末・H17 度末・増減)

出所：『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省より筆者作成
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土地保有面積の推移

出所：『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省より筆者作成
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長期土地保有の状況
(H18度末・H17 度末・増減)

出所：『平成１８年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省より筆者作成
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2006年度財政規模に占める土地保
有額(都道府県公社) 
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2006年度財政規模に占める土地保
有額(政令指定都市公社 ) 
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2006年度一人当たり土地保有額
(都道府県公社) 

平成18年度末　一人当たり保有土地（県公社）
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2006年度一人当たり土地保有額
(政令指定都市公社 ) 
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保有期間別土地保有額の変化額
(平成13～18年度）(都道府県公社) 
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保有期間別土地保有額の変化額
(平成13～18年度）(政令指定都市公社 )
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保有期間別土地保有額の変化額
(平成13～18年度）(市町村公社 )
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保有期間別土地保有額の変化率
(平成13～18年度）(都道府県公社 )
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保有期間別土地保有額の変化率
(平成13～18年度）(政令指定都市公社 )
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保有期間別土地保有額の変化率
(平成13～18年度）(市町村公社)
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実質債務の推計結果(200年度、2001年度）
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推計結果
地価下落を考慮した 総合的減価率(2000,2001）
（金利負担分＋地価下落分 ）(県+政令市＋市)
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推計結果
不良資産額（2000・2001）と変化率
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推計結果
財政運営への影響(県+政令市＋市)



26

一人あたり不良資産額



27

資産･負債･正味財産
（2006年度、 2002年度からの変化：単位百万円)



28

役員･職員構成
（2006年度、 2002年度からの変化)
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出資、補助金、貸付金、債務保証債務残高

(2006年度、2002年度からの変化 単位千円)
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評価･監査体制

(2006年度、2002年度からの変化)
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土地開発公社の改善に向けた試み

• ・２０００年 適正化に向けた公拡法の改正

• ・２０００年 経営健全化対策：土地の処分に
特別交付税を措置

• ・２００４年 経営健全化対策：土地の処分へ
の特別交付税、地方債措置

• ・２００５年に、『土地開発公社経理基準要綱
の改正について（概要）』総務省

• ・２００８年 経営健全化対策：土地の処分へ
の特別交付税、地方債措置
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将来負担比率での資産評価

出所：総務省資料より抜粋
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【土地開発公社の設立団体】

① 土地開発公社の貸借対照表上の負債を把握（設立団体等からの借入金のうち当該年度以降に返済する額を除く。）
② 負債のうち、依頼土地（１号土地）に係るもので、依頼した地方公共団体の買取りに係る債務負担行為に基づく支出予定額を当該依頼

団体の将来負担に算入（国等の依頼による土地については、その買取りが確実かつ合理的な場合に限り負債から控除、また市街地再
開発事業等用地であって設立団体が買い取らないものについては低価法による評価を行い負債から控除）

③ 土地開発公社の負債（控除後）から、次のaからeに掲げる額を合算した額を超える場合の当該超える額を当該団体の将来負担額に
算入（共同設立の場合には、当該団体で合理的かつ適切な算定方法により按分した額とする）

a. 現金及び預金の額 b.プロパー土地に係る事業未収金の額
c. プロパー土地の低価法による評価額 d. 投資その他の資産の額(eは除く) e. 賃貸事業用地の低価法による評価額

【設立団体以外の地方公共団体】

依頼土地（１号土地）の買取りに係る土地開発公社に対する債務保証額と当該土地の簿価のいずれか少ない額を、当該団体の将来負
担として算入

・現金及び預金
・事業未収金

プロパー土地等
（時価評価）

③

将来負担額

土地開発公社の
負債額

（控除後）

①

土地開発公社の負債に係る一般会計等負担見込額について

依
頼
土
地

（
１
号
土
地
）

プ
ロ
パ
ー
土
地
等

（
２
号
土
地
等
）

地方公共団体の将来負担に算入

プロパー土地等の時価評価
は低価法で行うこととする

土地開発公
社の負債

設立団体等からの借
入金のうち当該年度以

降に返済する額

投資その他資産
（賃貸事業用地は時価評価）

②

地
方
公
共
団
体
が
評
価

依頼した団体の
債務負担行為に
基づく支出予定額 国等により買取が確実な土地の取

得価額、市街地再開発用事業等用
地で設立団体が買い取らないものの
評価額
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住宅供給公社

居住環境の良好な集団住宅およびその宅地を
供給させるため設立

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』総務省より筆者作成
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住宅供給公社の経緯
• 古くは大正時代の住宅組合制度
• 住宅金融公庫の設立による個人に対する住宅資金の提供や地方

公共団体が設立した団体による分譲住宅・賃貸住宅の供給など
住宅政策

• 戦後の国民生活の向上に伴い、持ち家を取得することを希望する
人々が増大

• 宅地価格が上昇するなかで勤労者が住宅を取得することが次第
に困難

• 居住環境の良好な集団住宅およびその宅地を供給させるため、
国及び地方公共団体の住宅政策の一翼を担う公的住宅供給主
体としての役割を果たすために、住宅供給公社は、設立された（昭
和４０年６月）。

• 住宅の不足の著しい地域において、住宅を必要とする勤労者の
資金を受け入れ、これをその他の資金とあわせて活用して、これ
らの者に居住環境の良好な集団住宅及びその用に供する宅地を
供給し、もつて住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ
とを目的。



住宅供給公社年度別設立数
(現在57社（都道府県+10社）
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資産･負債･正味財産
（2006年度、 2002年度からの変化：単位百万円)
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役員･職員構成
（2006年度、 2002年度からの変化)
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出資、補助金、貸付金、債務保証債務残高

(2006年度、2002年度からの変化 単位千円)
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評価･監査体制

(2006年度、2002年度からの変化)
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長崎県住宅供給公社の事例
• 公社の設立
• 長崎県住宅供給公社は、昭和40年、地方住宅供給公社法に基づき、住

宅を必要とする勤労者に居住環境の優れた集合住宅や宅地を供給する
ために県が設置。

• 設立から今日までの事業内容

• 公社は、県民の皆様の住環境の向上を目的として、滑石団地・横尾団
地・矢上団地（長崎市）、西諫早ニュータウン（諫早市）、花高団地（佐世
保市）などを開発したほか、チトセピア（長崎市）やアルファ（佐世保市）な
どの市街地再開発事業への参画、市街地の土地所有者と協同で土地の
高度利用のために建物を建設するシティビル事業の実施など、さまざま
な事業

• これまで供給した宅地や集合住宅など（公社の発足から平成15年度ま
で）

• ・分譲住宅事業 戸建住宅8,294戸
• ・賃貸住宅事業2,356戸
• ・宅地造成事業2,265区画
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現事業と破綻経過

• 現在行っている事業

• 公社は現在、自ら保有する住宅（約900戸）・店舗の賃貸や県
営住宅（約12,000戸）の管理、諫早西部団地（第1工区）やたち
ばな団地など、これまで開発した住宅・宅地の分譲、過去に
行ったシティビル事業の管理などを行っています。

• 経営破たんに至った経緯

• 公社が経営破たんに至った主な原因：

• 諫早西部団地やたちばな団地をはじめとする分譲事業につい
て、開発の構想・計画から、用地取得を経て販売開始までに長
期間を要してきたため、経済環境の変化や住宅・宅地市場の変
化に柔軟に対応できなかったこと。
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○諫早西部団地開発の経過

• 諫早西部団地は、昭和49年度に県が策定した県央地区の都市整備に
関する構想からはじまり、最終的に戸数約2,000戸、人口約6,000人の
住宅団地として計画されたもの。

• 平成10年3月に都市計画決定、同年11月に事業認可となり、第1工区
453戸（公営住宅200戸を含む。）の造成工事に着手。

• 完成後は、平成13年に積立分譲を、翌14年には一般分譲を開始し、平
成14年夏頃までは比較的順調に販売が進みました。

• しかし、
• � 用地取得から販売開始までに長期間を要したこと
• � 質の高い街並みに配慮したこと等により、周辺の相場に比べ分譲

価格が割高であったことに加え、地価が下落に転じたこと
• � 周辺において民間による住宅団地開発が相次いだこと
• � 長引く不況の影響で住宅が売れにくくなってきたこと
• などから、販売不振に陥りました。
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○たちばな団地開発の経過

• 長崎市上戸石町のたちばな団地（計画戸数
258戸）は、昭和50年当時長崎市からの要請
を受け、隣接する矢上団地（計画戸数2,560
戸）と一体的に開発するため、同市土地開発
公社保有の用地を県土地開発公社を通じ、
昭和54年3月に取得しました。大規模団地で
ある矢上団地の開発・販売が一段落した平
成7年7月から団地造成工事に着手し、同9年
に販売を開始しましたが、販売不振に陥りま
した。
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○アクアヴェール泉町事業の経過

• 長崎外国語短期大学の移転構想に伴い、平成6年6月、長
崎市泉町の同大学跡地を分譲マンション建設用地として取
得しました。その後、同8年7月に国の住宅市街地総合整備
事業として建設大臣の計画承認を受け、同9年12月に実施
設計、翌年9月に120戸の分譲マンション建設に着手し、平
成11年3月に第1期34戸、11月に第2期86戸の募集を開始
しました。

• 公社はこの事業を、環境に配慮した先導的・モデル的事業と
位置づけ、質の高い住宅を目指したため、事業原価が高く
なったことや市内に民間の安価な分譲マンションが増加した
ことなどから、急激に需要が冷え込み、価格の見直しを行い
完売はしたものの、結果として約9億円の損失が生じました。
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特定調停に至る経緯

• 公社は職員の大幅な削減を始めとする様々な経営努力。

• しかし、平成15年の秋頃から、金融機関の公社に対する融
資姿勢が厳しくなり、また、資産を評価し直したところ大幅な
債務超過状態であることが判明し、このままでは「資金繰り
破たん」の恐れが高くなってきた

• 公社独自の努力だけでは自力再建は困難と判断し、破産や
民事再生による場合の社会的影響等を考慮したうえで、平
成16年1月19日特定調停を申し立てました。

• ※特定調停…多額の債務を抱えて返済不能となる恐れのあ
る法人などが、裁判所の仲介で、債務の免除や返済期間の
猶予について、債務者と話し合い、経営の立て直しを目指す
制度
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特定調停の内容

• (1) 特定調停申立の内容

• 申立の内容は、公社の主な債務約315億円
のうち、県を含む債権者14者に対し、約135
億円の債務免除や金利減免を求める。
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裁判所の判断理由
• 申立人は，自ら約900戸の賃貸住宅を保有し，多くの県民に

提供している上，申立人が長崎県から管理を受託している
県営住宅の戸数が約1万2000戸に及び，申立人の経済的
破綻やこれに基づく法的整理は，極めて多数に及ぶ賃借人
や県営住宅の居住者に重大な影響を与えるもの

• そして，申立人は，賃貸部門については安定的な収入を確
保し，収益を上げている上，申立人が長崎県から管理を受
託している県営住宅の戸数が膨大な数にのぼり，その所在
地が広い範囲に点在し，公営住宅であることの特殊性があ
ること等を考慮すると，これらの県営住宅についても申立人
が自ら所有する賃貸住宅と一体的に管理を行っていくことが
効率的である。また，申立人の分譲事業部門においても分
譲や造成の途上で一時的にでもこれを放置することは，当
該分譲や造成の対象となった地域の荒廃を招き，あるいは
地域住民の不安を徒に煽るおそれなしとしない。

• 他方，申立人の中期経営計画における経営分析や今後の
方針には一定の合理性がある。
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今後の県の取り組み方針

• (1)公社は、今後次の経営方針により再建を果たし
てまいります。

• � 今後、賃貸住宅の管理などの事業に特化し、
分譲事業等リスクの伴う新規開発のための投資は
一切行いません。

• � 二度とこのような事態を生じることがないよう、
真に経営責任の果たせる体制づくりを目指し、専門
的人材の経営陣への登用、経営状況の透明化、民
間の力を活かした販売体制の強化などを図ってま
いります。
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今後の県の取り組み方針２
• (2)県からの新規融資57億円をはじめ、残る債務の返済に全力。
• � 約900戸を有する賃貸住宅事業は、現在でも安定した入居

状況を保っており、毎年約7億円の確実な収入が見込めます。
• � シティビル事業も、ビルオーナーから入る毎年約3億円の収

入は、そのまま公社の確実な返済財源に充てられます。
• � 分譲事業については、販売の中心となっている諫早西部団

地第１工区(19.2ha)は、平成16年度から21年度の6年間で175戸
を販売する計画ですが、値下げを実施したことなどにより、今年度
販売計画戸数30戸に対して昨年11月末の販売実績は51戸と、計
画を上回る好調な実績となっています。また、たちばな団地も値下
げを実施した結果、売れ行きは順調です。その他の完成宅地と併
せ、手持ちの分譲資産は平成21年度までに全て処分して返済財
源の確保を図ってまいります。

• � 未開発の諫早西部団地の第2・第3工区（51ha）については、
今後公社自ら開発することはありませんが、県や地元諫早市と十
分調整し基盤整備を進めたうえで、良好な街づくりを維持しつつ、
民間開発業者へ売却を図ってまいります。
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地方道路公社

「増大する自動車交通需要に対処するために、民
間の資金を積極的に導入し、活用することにより、

地方幹線道路の整備を推進していくため設立」

以下では、明示しない限り、資料の出所は、
『平成19年度第三セクター等の状況に関する調査』総務省

各道路公社保有資料より筆者作成
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道路公社の経緯

• 地方公共団体による一般有料道路の建設は、昭和40年代ごろから積極的。
• 自動車交通需要の全国的な増大に対して道路の整備は著しく立ち遅れ。
• 道路整備の推進が緊急の課題。
• 有料道路事業についてもより一層拡大していくことが要請された。

• 当時有料道路の建設主体となりえるのは道路管理者のほか日本道路公団、首
都高速道路公団および阪神高速道路公団の3公団に限られていた。

• また、これら3公団の財源の大部分は、政府の財政投融資資金に依存しているた
め、その資金量に一定の制約があり、既存の有料道路建設主体の手によって事
業を拡大させていくことには限界が見られた。

• そのため、増大する自動車交通需要に対処するために、民間の資金を積極的に
導入し、活用することにより、地方幹線道路の整備を推進していくことが必要。

• その事業主体として新たに地方道路公社【以下、道路公社】という）を創設（昭和
45年）することとされた。

• 地方道路公社は、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路
の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行なうこと等によ
り、地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もつて地方におけ
る住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的



道路公社年度別設立数
（県＋市（大阪市、名古屋市、横浜市、京都市、神戸市、北九州市、川崎市、札幌市、福岡市、

広島市、堺市、尼崎市及び仙台市 ）
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資産･負債･正味財産
（2006年度、 2002年度からの変化：単位百万円)
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役員･職員構成
（2006年度、 2002年度からの変化)
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出資、補助金、貸付金、債務保証債務残高

(2006年度、2002年度からの変化 単位千円)
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評価･監査体制

(2006年度、2002年度からの変化)
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地方道路公社の負債に係る一般会計等負担見込額について

● 地方道路公社の負債のうち、当該道路公社の財務内容その他の経営の状況を勘案して、当該道路公社を設立した地方公共団

体の一般

会計等において実質的に負担することが見込まれる額を、将来負担額として将来負担比率に算入（法2Ⅳへ、令6、則12Ⅰ）。

● 以下の①「負債額」から②「償還財源見込額」を控除した額を、将来負担比率に算入する将来負担額（①－②）とする。

● 共同設立法人である場合は、地方道路公社に対する出資割合等により案分した（①－②）の額をそれぞれの将来負担額とする。

● 将来負担比率の対象となる地方道路公社の負債の額のイメージ

地方道路公社の

前年度末時点における

借入金残高

地方道路公社が

当該年度以降に借り入れる

ことが見込まれる借入金の額

※ 右②イ・ロにおける将来の支出見込額が、

将来の収入見込額を上回る場合における

当該上回る額。

設立団体からの
長期借入金等（控除）

ロ

イ
以
外
の
業
務

収入実績額（過去３か年平均）

―
支出実績額（過去３か年平均）

× 業務実施見込期間

イ

道
路
特
措
法
上
の
業
務

借入金の償還に充てることが
できる道路事業損失補てん引当金

計画上の収入見込額
×（収入乖離率）

―
計画上の支出見込額

×（支出乖離率）

将来負担額

国土交通大臣に提出している「収支予算の明細」
上の将来の収支見込額を、過去３か年度の収支
実績に基づく乖離率により補正し、償還財源見込
額算定。

過去３か年度の収支実績額の平均額をもとに、
償還財源見込額を算定。

①
負
債
額

②
償
還
財
源
見
込
額
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土地公社 不良資産の増加要因分解

（１） 地価の下落によるもの

（外生的要因）

（２） 処理の遅れ＝金利支払いの増加

（内生的要因）

（３）母体自治体による土地の購入

（民間への土地売却を含む）

（内生的要因）
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不良資産の増減と要因（金額)
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不良資産の増減と要因（割合)
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地方道路公社の政策コストの計測と要因分析

・対象とする地方道路公社は39社（地方有料道路は13７路線：
平成17年4月時点で有料事業として供用されていた路線）

赤井伸郎研究グループ(大阪大学国際公共政策研究科准教授)2008年度分析

「地方道路公社の保有する有料道路の効率性と政策コストの要因分析」
（2008年6月23日日経新聞に関連記事掲載）
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•政策コスト計測の手順

・手順②：機会費用（B）（道路公社の出資団体である都府県・市
からの出資金の利払軽減効果）を計測する

・手順③：料金徴収期間終了時点でのそれぞれの道路における
損失補填引当金の額を平成17年度の価値に割引き、公社毎に
足し合わせた額（C）を計算。

・手順①：それぞれの有料道路の供用開始年度から事業費
の償還が終了する時点（料金徴収期間終了時点）までの収
支差の累計値を平成17年度に現在価値化した額（A）を求
める。

⇒事業費の償還が終了した時点で黒字または赤字の額が
どの程度発生するのかを示す
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政策コストの計算

・政策コスト

＝（A）収支差＋（B）機会費用－（C）損失補填引当金

＊計算結果は資料を参考。

・注意点：政策コスト額（順位）と都府県内・市内の人口、標準財
政規模には正の相関。

⇒負債額と政策コスト額はともに総額の値と都府県内・市内の
人口1人当たりの額にした値、標準財政規模で割った値（順位）
に基準化したものも確認する必要あり。
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政策コストの計測結果
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地方道路公社における政策コスト
の要因分析

・地方道路公社がより効率的な有料道路の運営を行い、
出来るだけ将来負担を減らすための参考になるよう、
地方道路公社別のデータを用いて運営の業績に何
が影響を与えているのか、その要因を確認する。

・被説明変数は、政策コストを採用
・検証課題
①公社の有料道路運営上の特徴が与える影響
②地方道路公社の経営改善への取組が与える影響
③有料道路沿線の自然環境が与える影響
④有料道路沿線地域の道路整備状況が与える影響
⑤有料道路沿線の経済状況が与える影響
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推定結果（係数の符号と有意性）

モデル１ モデル２

定数項 ー** ー**
観光路線の償還対象事業費割合 ＋** ＋**
役員報酬・職員給与の状況公開の有無 ＋ ー*
道路延長当たりの償還対象事業費 ＋** ＋*
総面積当り地方有料道路以外の道路延長 ＋*** ＋***
総面積当り財政規模 ー** ー**
役員報酬・職員給与の状況公開の有無

＊観光路線の償還対象事業費割合
ー**

役員報酬・職員給与の状況公開の有無

＊道路延長当たりの償還対象事業費
ー
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推定結果の特徴

・地方道路公社の政策コストは

観光路線の多さ（事業費で見た場合）

道路整備にかかる費用の多さ（自然環境）

周辺道路の整備状況

財政規模（総面積当たり） →負の影響

・また、役員報酬・職員給与の公開がなされる場合には、道路
整備にかかる費用の多いほど政策コストが小さくなる

→情報公開による住民からのガバナンスが働いているように
推測される

正の影響
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